
（別表１） 

事業継続力強化支援計画 

事業継続力強化支援事業の目標 

Ⅰ 現状 

（１）地域の災害リスク 

【洪水：ハザードマップ】 

   藤岡市のハザードマップによると、藤岡商工会議所が立地する市街地地域においては、河川

から距離が離れているため、大きな浸水被害は想定されていないが、高低差により大雨の際に

雨水が溜まる場所がある。 

   また、南西の山間部では、中小河川沿いの浸水被害の危険性があり、北東の平野部では、鮎

川、烏川、神流川の各河川沿いの地域において広範囲な浸水被害の危険性があり、場所によっ

ては最大で５ｍ以上の浸水被害が予想される地域がある。 

 

 【土砂災害：ハザードマップ】 

   藤岡市のハザードマップによると、本市の西部地域は、その３分の２が山岳地域であり地形

も急峻なため、がけ崩れや土石流などの土砂災害の危険性があるエリアとなっているが、商工

業の集積場所は少ない。 

また、山間部において土砂災害による通行止め等が発生した場合、孤立する集落が発生する

恐れがある。 

 

 
（出典：藤岡市ハザードマップ） 

 



 
（出典：県土整備部河川課「洪水浸水想定図（想定最大規模）」） 

 

 
（出典：県土整備部河川課「洪水浸水想定図（浸水継続時間）」） 

 

 



 

 
（出典：藤岡市ハザードマップ⑭） 

 

 
（出典：藤岡市ハザードマップ⑮） 

 

 

 

 

 

 

 



 

令和元年１０月１２日の台風第１９号による被災状況 

風水害 
（台風第１９号） 
令和元年東日本 

台風 

雨量：市街地368ｍｍ 山間地565ｍｍ最大雨量：44ｍｍ/ｈ(箕輪) 

最大風速：23.8ｍ（12日15時） 

死者 １名（上日野土砂崩れ） 

全壊 ２棟（上日野）  

半壊 １棟（上日野） 

床上浸水 ３棟(上日野、浄法寺) 

一部損壊 ４棟     

市管理施設被害状況 

市道  33箇所 

農業施設 29箇所 

林道 18箇所 

都市施設 ３施設 

水道施設 ６施設 

その他市有施設 12施設 

（出典：藤岡市地域防災計画） 

 

【地震：J-SHIS】 

   地震ハザードステーションの防災地図によると、藤岡市周辺には大きな地震を発生させる可

能性のある活断層として、市の直下を通っている「関東平野北西緑断層帯主部」及び「平井－

櫛挽断層帯」が存在している。 

   これらの活断層により想定される地震は「関東平野北西緑断層帯主部」によるもので最大マ

グニチュード８.１程度、「平井－櫛挽断層帯」によるもので最大マグニチュード７.１程度で

あり、藤岡市内の大部分において、いずれの場合も震度６弱から震度７が想定される。 

 

 
（出典：藤岡市地域防災計画） 

 



 

平成２３年３月１１日発生の東北地方太平洋沖地震による被災状況 

東北地方太平洋沖地震 

最大M：9.0 

藤岡市内：震度4 

群馬県内：死者 1人、負傷者 41人、家屋半壊 7戸、 

家屋一部破損 17,246戸 

（出典：藤岡市地域防災計画） 

 

 

 【その他】 

   藤岡市内には、竹沼貯水池、大谷池（三名湖）、牛秣貯水池（鮎川湖）、保美ため池といっ

た貯水量の多いため池が存在しており、藤岡市ため池ハザードマップによると、これらのため

池が大地震で決壊した場合、決壊後５分から１０分程度で付近の住宅地へ到達し、床上浸水な

どの被害の発生が懸念されている。 

 
（出典：市農政課作成資料） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（２）商工業者の状況 

平成２８年経済センサス活動状況調査によると、藤岡市内の事業者数は全体で２,８６８者 

あり、業種別では、卸売業・小売業が６９１者で最も多く、次いで製造業が４１５者、建設

業が３４５者、生活関連サービス業・娯楽業が２６８者となっている。 

 また、従業員数は全体で２６,４０８人おり、業種別では、製造業が９,３３２人で最も多

く、次いで卸売業・小売業が４,３０９人、医療・福祉が２,９３０人、建設業が１,８７３人

となっている。 

 

産業分類別事業所数・従業員数の推移（公務を除く） 

産業分類 
平成 24年 平成 26年 平成 28年 

事業所数 従業者数

(人) 

事業所数 従業者数

(人) 

事業所数 従業者数

(人) 

農業・林業 17 172 19 170 17 129 

漁業 1 1 1 1 1 1 

鉱業・採石業・砂利

採取業 
1 1 0 0 0 0 

建設業 357 2,098 362 2,035 345 1,873 

製造業 441 8,994 441 9,300 415 9,332 

電気・ガス・熱供

給・水道業 
2 31 8 83 2 108 

情報通信業 13 76 13 70 9 42 

運輸業・郵便業 76 1,242 73 1,194 72 1,465 

卸売業・小売業 700 4,513 686 4,343 691 4,309 

金融業・保険業 42 424 38 412 35 396 

不動産業・物品賃貸

業 
206 462 198 483 180 448 

学術研究・専門・技

術サービス業 
71 361 82 435 80 391 

宿泊業・飲食サービ

ス業 
275 2,213 287 1,911 266 1,778 

生活関連サービス

業・娯楽業 
283 1,556 297 1,405 268 1,220 

教育・学習支援業 83 354 121 1,176 93 519 

医療・福祉 186 2,724 214 3,940 199 2,930 

複合サービス事業 18 191 19 349 19 328 

サービス業（他に分

類されないもの） 
178 1,204 188 1,047 176 1,139 

総  数 2,950 26,437 3,044 28,354 2,868 26,408 

（出典：令和２年版藤岡市統計書） 

 

 

 

 

 



（３）これまでの取組 

 １）藤岡商工会議所の取組 

・「事業継続計画」の策定、会員被災情報の収集 

・事業者ＢＣＰに関する国の施策の周知 

・事業者ＢＣＰ策定セミナーの開催 
・日本商工会議所と連携したビジネス総合保険への加入促進 

・ぐんま共済等と連携した損害保険への加入促進 

・防災備品（スコップ、懐中電灯、非常食等）を備蓄（別途、藤岡市における備蓄物品も有） 
 

 ２）藤岡市鬼石商工会の取組 

・「事業継続計画」の策定、会員被災情報の収集 

・事業者ＢＣＰに関する国の施策の周知 

・事業者ＢＣＰ策定セミナーの開催 

・ぐんま共済等と連携した損害保険への加入促進 

・防災備品（スコップ、懐中電灯、非常食等）を備蓄（別途、藤岡市における備蓄物品も有） 

 

 ３）藤岡市の取組  

  ・藤岡市地域防災計画の策定 

  ・藤岡市業務継続計画（震災編）の策定 

  ・藤岡市ハザードマップの作成 

  ・防災訓練の実施 

  ・避難所開設訓練の実施 

  ・ＨＵＧ研修の実施 

  ・企業等との災害応援協定の締結 

  ・ほっとメールによる防災情報の発信 

  ・その他防災に関する事業の実施 

 

Ⅱ 課題 

現状では、災害時において会員事業所への具体的な対応策や情報の収集、支援についての明確な

取り決めはなく、各地区役員からの情報、群馬県や藤岡市の調査依頼に対して簡易な聞き取り調

査を行うのみであり、災害時の対応を的確に指導できる経営指導員も存在しない。 

また、行政への連絡体制や情報共有、役割分担も確立できておらず、行政・当会双方が事業所か

ら受ける被害報告に基づいて、それぞれが立場に応じた支援を講じるのみである。 

保険・共済業務については、共済担当者及び以前に経験した職員のみが簡易説明を実施できる程

度であり、昨今の自然災害の状況を鑑み、当会として当会事業者が被災した際の支援をいかに講

じるか、という行動規範の策定が急務となっている。 

 

Ⅲ 目標 

・管内事業者に対し、平時から災害リスクを認識させ、事前対策の必要性を周知するため、BCP

計画策定支援を実施する。 

・管内事業者の BCP 計画策定に併せ、事業継続力強化計画の認定と連鎖倒産防止の観点から、

セーフティネット共済等への積極的な加入を推進する。 

・組織内において平時からの情報と支援知識の共有など、支援体制の構築を図る。 

・災害発生時において、行政との連絡体制・情報共有・役割分担の明確化を図る。 

・金融機関や損保会社との連携を強化し、災害発生後の速やかな復興支援を講じる。 

 

 ※その他 

   上記内容に変更が生じた場合は、速やかに群馬県へ報告を行う。 

 



事業継続力強化支援事業の内容及び実施期間 

 

（１）事業継続力強化支援事業の実施期間（令和４年１１月１日～令和９年１０月３１日） 

 

（２）事業継続力強化支援事業の内容 

    藤岡商工会議所及び藤岡市鬼石商工会と藤岡市の間において、役割分担と体制を整理し、

連携して以下の事業を実施する。 

 ＜１．事前の対策＞ 

  １）小規模事業者に対する災害リスクの周知 

・巡回経営指導時に、藤岡市ハザードマップ等を用いながら、事業所立地場所の自然災害
等のリスクを啓発する。また、その影響を軽減するための取組や対策（事業休業への備
え、水災補償等の損害保険・共済加入等）について情報を提供する。 

・会報や市広報、ホームページ、ＳＮＳ等において、国の施策の紹介、リスク対策の必要
性、損害保険の概要、事業者ＢＣＰに積極的に取り組む小規模事業者の紹介等を行う。 

・小規模事業者に対し、事業者ＢＣＰ（即時に取組可能な簡易的なもの含む）の策定によ
る実効性のある取組の推進や、効果的な訓練等について指導及び助言を行う。 

・事業継続の取組に関する専門家を招き、小規模事業者に対する普及啓発セミナーや行政
の施策の紹介、損害保険の紹介等を実施する。 

 
  ２）藤岡商工会議所、藤岡市鬼石商工会自身の事業継続計画の作成 

   【藤岡商工会議所】   

・当所は、平成29年、「藤岡商工会議所災害時対応マニュアル」を策定（別添）。 

【藤岡市鬼石商工会】 

・当会は平成 30 年に「事業継続計画」を策定（別添）。 

 

  ３）関係団体との連携 

   【藤岡商工会議所】   

    ・事業継続計画策定に精通したぐんま共済協同組合高崎支店やアクサ生命、日本政策金融

公庫高崎支店との連携を強化し、管内小規模事業者を対象とした「事業継続計画策定セ

ミナー」や災害時に利用できる損害保険商品や融資制度の紹介を行う。 

・日本商工会議所と連携し会員事業者にBCPの必要性を周知するため、藤岡商工会議所ホー
ムページや藤岡商工だより（広報誌）を活用した普及啓発、関係団体へのポスター掲示
を行う。また、会員企業の経営リスクの担保および従業員の福利厚生の充実目的とした
ビジネス総合保険等の紹介も行う。 
 

【藤岡市鬼石商工会】 

    ・事業継続計画策定に精通したぐんま共済協同組合高崎支店や日本政策金融公庫高崎支店

との連携を強化し、管内小規模事業者を対象とした「事業継続計画策定セミナー」や災

害被災時に利用できる損害保険商品や融資制度の紹介を行う。 

・群馬県商工会連合会にて連携する支援機関に対し、事業継続計画策定推進のための啓蒙

普及ポスター掲示依頼、共催によるセミナーの実施。 

 

  ４）フォローアップ 

    ・管内小規模事業者について、事業者ＢＣＰ等の取組状況を把握する。その結果を関係団

体と情報の共有を行うとともに改善点や効果的な支援策を協議する。 

 



  ５）当該計画に係る訓練の実施 

    ・自然災害（令和元年１０月１２日台風１９号・震度６の地震等と同規模）が発生したと

仮定し、藤岡市との連絡ルートの確認等を行う（訓練は必要に応じて実施する）。 

 

 ＜２．発災後の対策＞ 

自然災害等による発災時には、人命救助が第一であることは言うまでもない。そのうえで、下

記の手順で地区内の被害状況を把握し、法定経営指導員が藤岡市関係機関へ連絡する。 

 

１） 応急対策の実施可否の確認 

①発災後すみやかに職員の安否確認（ＳＮＳ等を利用した安否確認）と業務従事の可否の

確認を行う。 

②業務従事可能な場合、速やかに管内事業所の大まかな被害状況（家屋被害や道路状況

等）の情報を収集し、被害把握に努める。 

③職員全員が被災する等により応急対策ができない場合、役割分担を決める。 

 

２）応急対策の方針決定 

①藤岡商工会議所と藤岡市鬼石商工会は管内事業所の被害状況をまとめ、藤岡市へ報告し

情報共有する。本計画により、当会と当市は以下の間隔で被害情報等を共有する。 

発災直後 速やかに情報を共有する 
発災後～１週間 １日に１回以上情報を共有する 
２週間～４週間 適時、情報を共有する 
１ヶ月以降 適時、情報を共有する 

 

②藤岡商工会議所と藤岡市鬼石商工会と藤岡市とで、被害状況や被害規模に応じた応急対

策の方針を決める。 

（被害規模の目安は以下を想定） 

大規模な被

害がある 

・地区内１０％程度の事業所で、「瓦が飛ぶ」、「窓ガラスが割

れる」等、比較的軽微な被害が発生している。 

 

・地区内１％程度の事業所で、「床上浸水」、「建物の全壊・半

壊」等、大きな被害が発生している。 

 

・被害が見込まれる地域において連絡が取れない、もしくは、交

通網が遮断されており、確認ができない。 

被害がある ・地区内１％程度の事業所で、「瓦が飛ぶ」、「窓ガラスが割れ

る」等、比較的軽微な被害が発生している。 

 

・地区内0.1％程度の事業所で、「床上浸水」、「建物の全壊・半

壊」等、大きな被害が発生している。 

ほぼ被害は

ない 

・目立った被害の情報がない。 

※連絡が取れない区域については、大規模な被害が生じているものと考える。 
 



 
＜３．発災時における指示命令系統・連絡体制＞ 
・自然災害等発生時に、地区内の商工業者等の被害情報の迅速な報告及び指揮命令を円滑に行う
ことができる仕組みを構築する。 

・二次被害を防止するため、藤岡市の指示に従って被災地域での活動を行うことについて事前に
決めておく。 

・当会と藤岡市と情報を共有した上で、当会（もしくは藤岡市）が、群馬県（もしくは、商工会
議所連合会／商工会連合へ報告し、商工会議所連合会／商工会連合会が群馬県）へ報告する。 

 
（連絡ルート）  
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

              塗りつぶしの矢印を主たる情報収集・共有ルートとして記載。 

 

＜４．応急対策時の地区内小規模事業者に対する支援＞ 
・相談窓口の開設方法について、藤岡市と相談する。 
（当会は、国の依頼を受けた場合は、特別相談窓口を設置する。） 

・安全性が確認された場所において、相談窓口を設置する。 
・地区内小規模事業者の被害状況の詳細を確認する。 
・応急時に有効な被災事業者施策（国や都道府県、市町村等の施策）について、地区内小規模
事業者へ周知する。 

 
＜５．地区内小規模事業者に対する復興支援＞ 

・国、群馬県の方針に従って、復旧・復興支援の方針を決め、被災小規模事業者に対し支援を
行う。 

・被災事業者に、各種支援制度、保険金請求、税の減免申請、融資などの手続きを受ける場合
に必要な「罹災証明書」について周知し、取得を促す。 

・被害規模が大きく、被災地の職員だけでは対応が困難な場合には、他の地域からの応援派遣
等を群馬県又は群馬県商工連合会等に相談する。 

 
 
※その他 
・上記内容に変更が生じた場合は、速やかに群馬県へ報告する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

県 経済産業局等 

藤岡市 商工会議所連合会／商工会連合会 

藤岡商工会議所／藤岡市鬼石商工会 



（別表２） 

 事業継続力強化支援事業の実施体制 

事業継続力強化支援事業の実施体制 

（令和４年１１月現在） 

（１）実施体制 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

（２）商工会及び商工会議所による小規模事業者の支援に関する法律第５条第５項に規定する経営

指導員による情報の提供及び助言に係る実施体制 

①当該経営指導員の氏名、連絡先 

【藤岡商工会議所】  氏 名  山下 猛  連絡先 E-mail: cci5@fujioka-cci.or.jp 

【藤岡市鬼石商工会】 氏 名 横尾 朗  連絡先 E-mail: akira-yokoo@gcis.or.jp 

②当該経営指導員による情報の提供及び助言（手段、頻度 等） 

※以下に関する必要な情報の提供及び助言等を行う 
・本計画の具体的な取組の企画や実行 
・計画に基づく進捗確認、見直し等フォローアップ（１年に１回以上） 

 

（３）商工会／商工会議所、関係市町村連絡先 

①【藤岡商工会議所】〒375-8606 藤岡市藤岡 853番地 1 

       TEL 0274-22-1230 / FAX 0274-24-1229 / E-mail:fcci@fujioka-cci.or.jp 

②【藤岡市鬼石商工会】〒370-1401 藤岡市鬼石 334番地 2 

      TEL 0274-52-2062 / FAX 0274-52-6024 / E-mail:onishoko@onishoko.or.jp 

③【藤岡市 経済部商工観光課商工労政係】〒375-8601 藤岡市中栗須 327番地 

            TEL 0274-40-2318 / FAX 0274-24-4414 / E-mail:syoko2@city.fujioka.gunma.jp  
 
（４）被害情報等報告先 
 ①【群馬県 産業政策課支援機関連携係】〒371-8570 前橋市大手町 1-1-1 
        TEL 027-226-3321 / FAX 027-223-7875 / E-mail:sangyo@pref.gunma.lg.jp 

②【群馬県商工会連合会 総務企画課】〒371-0047 群馬県前橋市関根町三丁目８番地の１ 

TEL 027-231-9779 / FAX 027-234-3378 / E-mail:  somu@gcis.or.jp 

 
   報告にあたっては、収集情報の取りまとめ等が容易なメールを第一に利用する。 

 
※その他 
・上記内容に変更が生じた場合は、速やかに群馬県へ報告する。 
 
 
 

藤岡市鬼石商工会 

藤岡商工会議所 
専務理事 

藤岡商工会議所 

法定経営指導員 

藤岡市 
経済部長 

藤岡市 
商工観光課 
商工労政係 

藤岡市 
地域安全課 

連携 

連絡調整 

確認 連携 

連携 

法定経営指導員 連絡調整 



（別表３） 

 事業継続力強化支援事業の実施に必要な資金の額及びその調達方法 

                                      （単位 千円） 

 
令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

必要な資金の額 ３０ ２４０ ２４０ ２４０ ２４０ 

・セミナー開催 

・専門家派遣費 

・チラシ等作成費 

・その他経費 

０ 

０ 

２０ 

１０ 

１１０ 

９０ 

２０ 

２０ 

１１０ 

９０ 

２０ 

２０ 

１１０ 

９０ 

２０ 

２０ 

１１０ 

９０ 

２０ 

２０ 

 

調達方法 

藤岡商工会議所・藤岡市鬼石商工会・藤岡市で必要な資金を３等分し、負担する。 

必要に応じてセミナー参加者負担金を徴収、各種補助金を利用する。 

 

（別表４） 

 事業継続力強化支援計画を共同して作成する商工会又は商工会議所及び関係市町村以外の者を連携

して事業継続力強化支援事業を実施する者とする場合の連携に関する事項 

連携して事業を実施する者の氏名又は名称及び住所 

並びに法人にあっては、その代表者の氏名 

【藤岡商工会議所】 

 日本商工会議所 

  住所：〒100-0005 東京都千代田区丸の内3-2-2 丸の内二重橋ビル 

  代表者：会頭 三村 明夫 

 

株式会社 日本政策金融公庫 高崎支店 オカバ高崎ビル 

  住所：〒370-0826 高崎市連雀町81  

  代表者：支店長 福島 英男 

 

ぐんま共済協同組合 高崎支店 

  住所：〒370-0006 高崎市問屋町2-7-8 高崎商工会議所 館内3階 

  代表者：支店長 森田 和久 

 

アクサ生命保険株式会社 群馬支社 

  住所：〒370-0006 高崎市問屋町2-7-8 高崎商工会議所 館内4階 

  代表者：支社長 高倉 正人 

 

【藤岡市鬼石商工会】 

株式会社 日本政策金融公庫 高崎支店 オカバ高崎ビル 

  住所：〒370-0826 高崎市連雀町81  

  代表者：支店長 福島 英男 



 

 

 

ぐんま共済協同組合 高崎支店 

  住所：〒370-0006 高崎市問屋町2-7-8 高崎商工会議所 館内3階 

  代表者：支店長 森田 和久 

 

連携して実施する事業の内容 

【藤岡商工会議所】 

① 小規模事業者に対する災害リスク情報の周知 

②小規模事業者の事業継続計画等の策定とフォローアップ 

③災害時の地区内小規模事業者に対する専門的内容支援 

 

【藤岡市鬼石商工会】 

①小規模事業者に対する災害リスクの周知 

②小規模事業者の事業継続計画等の策定とフォローアップ 

③災害時の地区内小規模事業者に対する専門的内容支援 

 

連携して事業を実施する者の役割 

【藤岡商工会議所】 

連携者名 役割 

1 日本商工会議所 

  住所：〒100-0005  

      東京都千代田区丸の内3-2-2 

      丸の内二重橋ビル 

 

2  株式会社 日本政策金融公庫 高崎支店 

住所：〒370-0826 高崎市連雀町81  

         オカバ高崎ビル 

 

3 ぐんま共済協同組合 高崎支店 

住所：〒370-0006 高崎市問屋町2-7-8 

       高崎商工会議所館内4階 

  

4 アクサ生命保険株式会社 群馬支社 

  住所：〒370-0006 高崎市問屋町2-7-8 

         高崎商工会議所館内4階 

①小規模事業者に対する災害リスク情報の周知 

②小規模事業者の事業継続計画等の策定とフォ

ローアップ 

③事業継続計画策定のセミナー並びに個別相談会

の実施 

④災害時に活用できる融資制度、保険商品等の案 

 内   

 

 

 

 



 

 

 

連携体制図等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【藤岡市鬼石商工会】 

連携者名 役割 

1 株式会社 日本政策金融公庫 高崎支店 

住所：〒370-0826 高崎市連雀町81 

 

2 ぐんま共済協同組合 高崎支店 

住所：〒370-0006 高崎市問屋町2-7-8  

高崎商工会議所会館内 

①小規模事業者に対する災害リスクの周知 

②小規模事業者の事業継続計画等の策定とフォ

ローアップ 

③事業継続計画策定のセミナー並びに個別相談会

の実施 

④災害時に活用できる融資制度、保険商品等の案 

 内 

連携体制図等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

藤岡市鬼石商工会 日本政策金融公庫 

高崎支店 

融資制度情報提供 

セミナー 

事業継続力強化支援 

ぐんま共済協同組合 

高崎支店 

災害保険情報提供 

セミナー 

 

地区内小規模事業者等 

日本政策金融公庫
高崎支店 

融資制度等情報提供 

セミナー 

事業継続力強化支援 

ぐんま共済協同組合
高崎支店 

災害保険情報提供 

セミナー 

 

地区内小規模事業者等 

アクサ生命保険株式
会社高崎支店 

日本商工会議所 

藤岡商工会議所 

災害リスク

情報周知 セミナー 


